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§3. 基本条件の設定 

 対象橋梁の概要 

 

表 3-1 予防保全型対象橋梁諸元表 
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図 3-1 橋長別分布グラフ 

 

 

図 3-2 架設年別グラフ 

 

 

図 3-3 橋種別分布グラフ 
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橋梁の補修履歴を以下に示します。 

なお、今後の補修工事として予防保全型管理橋梁では、令和3年度工事に10_長久保二之

橋、令和4年度に11_稲荷橋、令和5年度に14_東一之橋の補修を行う予定となっていま

す。 

表 3-2 橋梁補修履歴一覧（平成 26 年度計画以降） 
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表 3-3 橋梁補修履歴一覧（平成 26 年度計画以前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-4 橋梁補修履歴一覧（過年度点検結果より確認できる工事履歴） 
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中・長期計画における修繕は、点検結果及び劣化予測による損傷が健全度Ⅲになった時点

で行います。 

予算の平準化に伴い、修繕時期を調整する際、異なる橋梁において、同じ部材の修繕時期

が重なった場合、着手する優先順位を予め決めておく必要があります。 

優先順位の決定については、交通状況や災害時の緊急輸送道路に指定されているか等の状

況を考慮し、以下の表 3-5の通りとします。 

表 3-5 橋梁の補修優先順位 

 

№ 橋梁名 路線名 優先順位

13 谷端三の橋 市道第70号線 １

14 東一之橋 市道第134号線 １

17 丸山橋 市道第135号線 １

18 むらさき橋 市道第6号線 １

20 新橋 市道第143号線 １

21 井の頭橋 市道第142号線 １

22 宮下橋 市道第135号線 １

2 相曽浦橋（歩道部含む） 市道第679号線 ２

3 飛橋 市道第599号線 ２

4 野水橋 市道第97号線 ２

6 八幡橋 市道第98号線 ２

16 あしはら橋 市道第652号線 ２

1 泉橋 市道第39号線 ３

5 榛澤橋 市道第96号線 ３

7 清水橋 市道第467号線 ３

8 羽沢橋 市道第98号線 ３

9 長久保一之橋 市道第438号線 ３

10 長久保二之橋 市道第100号線 ３

11 稲荷橋 市道第133号線 ３

12 勝渕橋 市道第66号線 ３

15 神田上水橋 市道第652号線 ３

19 幸橋 市道第53号線 ３

23 東橋 市道第60号線 ３

24 長兵衛橋 市道第61号線 ３
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三鷹市の緊急輸送道路に該当する橋梁は以下の通りです。 

表 3-6 緊急輸送道路に架かる橋梁 

№ 橋梁名 路線名 

17 丸山橋 市道第 135 号線 

20 新橋 市道第 143 号線 

21 井の頭橋 市道第 142 号線 

22 宮下橋 市道第 135 号線 

 

前回計画より、既に設計済であり補修工事を行うことが決定している橋梁について整理し

ます。 

22_宮下橋は、架替えを行う予定であることから、本計画では宮下橋は架替え済の橋梁と

して扱います。 

10_長久保二之橋は、令和3年度に工事を行う予定となっており、本計画期間(令和4年度

～令和53年度)直前に補修を行うことから、本計画では現時点の損傷は補修済であるものと

して扱います。 

令和4年度、令和5年度に工事予定の稲荷橋、東一之橋は本計画に反映させるものとしま

す。 

 

表 3-7 予定されている補修工事と修繕計画との対応 

№ 橋梁名 補修時期 修繕計画における対応 

22 宮下橋 近年に架替え 架替え済として扱う 

10 長久保二之橋 令和 3 年度 修繕済として扱う(全ての部材の健全度はⅠ) 

11 稲荷橋 令和 4 年度 計画内に組み込む(計画 1 年目に補修) 

14 東一之橋 令和 5 年度 計画内に組み込む(計画 2 年目に補修) 
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 塩害の影響 

コンクリート部材の劣化については、塩害の影響の有無を確認します。 

塩害の影響する範囲は、「道路橋示方書 Ⅲコンクリート橋編 平成 24 年 3 月 （社）日本

道路協会」の「5.2 塩害に対する検討」より、海岸線からの距離が 200m 以内としていま

す。 

三鷹市から海岸までの距離は 15km 以上離れていることより、塩害の影響はないとして、

対策工法の選定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 塩害の影響地域 

（道路橋示方書 Ⅲコンクリート橋編 「５章 耐久性の検討」抜粋） 
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 中・長期計画における修繕方針 

中・長期計画における修繕方針は、表 3-8 の通りに行うものとします。このうち、鋼桁

(A系塗装)、PC桁及びRC床版については、後述する「健全性の診断による劣化予測」を用

いる部材とし、下部工及び地覆に関しては、上部工の補修時期に合わせて修繕を行うものと

します。 

劣化予測によらない部材のうち、舗装、伸縮装置、現行基準を満足していない高欄・防護

柵は取替え部材とします。ただし、舗装に関してはアスファルト舗装を対象とします。ま

た、現在損傷がないPC桁や、上部構造からの繰返し振動や漏水によって損傷する沓座モル

タルは、補修時期が不確定なため点検による管理とし、点検時に損傷が確認された時点で修

繕を行う管理とします。なお、現行基準を満足していない高欄・防護柵は、短期計画の中で

取替えとします。なお、防護柵の現行基準の照査に関しては、「4-4. 防護柵の照査」に示

します。 

 

表 3-8 中・長期計画における修繕方針 

※1 既往資料より、塗膜の耐用年数45年で管理とします。 

※2 支承は、鋼製支承を再塗装とし、ゴム支承は点検により管理とします。 

※3 鋼製高欄・防護柵は、主桁の再塗装時期に合わせ、再塗装とします。 

※4 高欄・防護柵の取替えは、アルミ製とし、取替後の再塗装は考慮しません。 

部材と部位 
中・長期計画の考え方 

修繕時期 修繕内容（対策工） 

主桁 

鋼桁(C 系塗装) 塗膜の耐用年数 ※1 再塗装(Rc-Ⅲ) 

鋼桁(A 系塗装) 健全性の診断による劣化予測 塗替塗装工(Rc-Ⅱ) 

PC 桁 健全性の診断による劣化予測 コンクリート補修 

RC 桁 RC 桁の宮下橋は架替え予定のため対象外 

床 版 RC 床版 健全性の診断による劣化予測 コンクリート補修 

下部工 橋台 上部工補修時期 コンクリート補修 

支承工 
支承（鋼製） ※2 上部工補修時期 再塗装 

沓座モルタル 上部工補修時期 沓座モルタル補修 

橋面工 

高欄・防護柵 
基準適合：上部工補修時期 再塗装 ※3 

基準不適合：短期計画で取替え(アルミ製) ※4 

地覆 床版補修時期 コンクリート補修 

舗装 舗装（アスファルト）の耐用年 取替（舗装打換） 

伸縮装置 伸縮装置の耐用年 取替 
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 劣化曲線の設定 

 

中・長期計画における修繕の時期は、補修材の耐用年数及び部材の劣化予測により設定し

ます。 

劣化予測が必要とされる部材は、構造的に重要である主要部材の鋼部材とコンクリート部

材が考えられます。主要部材のうち、下部工及び支承部は上部工(主桁・床版)の補修に合わ

せるものとし、本計画では、劣化予測を用いる部材は主桁及び床版のみとします。 

 

前回計画の劣化予測では、損傷ランク(a～e)を用いた予測を行っていましたが、本計画は

健全性の診断(Ⅰ～Ⅳ)を管理水準とした修繕計画であることから、管理水準との整合性を持

たせるため健全性の診断を用いた劣化予測を行うものとします。 

 

健全性の診断を用いた劣化予測における補修時期の算定は、予防保全型では、「2-2. 計画

策定の流れ」より、管理水準をⅢとしているため、健全性の診断がⅢとなった時点で修繕す

ることを想定します。 

 

劣化曲線は、(1)～(3)に示す基本的な考え方に従って設定します。 

(1) 劣化曲線を設定するグラフは、縦軸を部材毎の健全性の診断、横軸を経過年とします 

(2) 経過年は竣工時から過年度点検時までの経過年を基本としますが、補修履歴、または塗

装履歴が確認できる部材については、補修年からの経過年とします。 

※ 健全性の診断はⅠ→5、Ⅱ→4、Ⅲ→3、Ⅳ→2 という形で数値に変換します。 

(3) 過年度点検結果に基づき、部材毎の健全性の診断をサンプルに設定します。 

(4) グラフ上に部材の健全度をプロットし、劣化曲線（二次関数：y=ax2＋5）を求めます。

なお、健全性の診断がⅠの部材に関しては、特異値としてサンプルから除外するものと

します。 

※ｘ：経過年数 ｙ：健全性の診断  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 劣化曲線のイメージ  
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対象橋梁における鋼部材(主桁)、コンクリート部材(PC桁、RC床版）の健全性の診断(Ⅰ

～Ⅳ)を数値(5～2)に変換し、劣化曲線を設定します。 

 

※ 予防保全型管理のRC桁橋梁は宮下橋のみであり、架替え予定であることから、本計画で

は、劣化予測は行いません。 

 

(1) 鋼部材(主桁)の劣化曲線データ 

鋼部材(主桁)における劣化曲線データには、管理橋梁の過年度点検結果より、点検時にＡ

塗装系(：長油性フタル酸樹脂塗料)で塗装されていた鋼部材の健全性の診断を設定します。

なお、塗装履歴はあるが再塗装時期が不明なものは、劣化曲線データの対象から除外としま

した。また、既に重防食（Ｃ塗装系：ふっ素樹脂塗料）で塗り替えられた鋼部材について

は、既往の研究資料：「日本橋梁建設協会 鋼橋のライフサイクルコスト」より、市街地に

おけるＣ塗装系塗膜の耐用年数は45年としており、本計画ではこの耐用年数で管理するこ

とから、劣化曲線データの対象としないものとします。 

表 3-9 鋼部材(主桁)の劣化曲線データ一覧(過年度点検時) 

 

※ 経過観察型橋梁 

 

(2) PC 桁の劣化曲線データ 

PC の劣化曲線データは、過年度点検結果ではⅡ以下と判定された部材はないため、後述す

る標準劣化曲線を設定します。 
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(3) RC 床版の劣化曲線データ 

RC床版の劣化曲線データは、以下の表 3-10 に示すサンプルデータを用いて設定しま

す。なお、人道橋・横断歩道橋は道路橋とひびわれの劣化過程が異なる為、除外としていま

す。 

表 3-10 RC 床版の劣化曲線データ一覧(過年度点検時) 

 

※ 経過観察型橋梁 

 

(4) 標準劣化曲線 

劣化曲線は点検結果に基づいて設定することを基本としますが、その結果、工学的常識か

ら外れた劣化曲線になる場合があります。その原因としては、次の①～③が考えられます。 

① 点検データが少ないかプロットデータ間が離れているため、点検データ自体が特異値

となってしまい、理論的曲線から大きく外れます。 

② 施工精度に起因して、早期に劣化現象が現れます。 

③ 過去に損傷が生じ補修されていますが、補修履歴がないため点検時には「損傷無＝健

全」と判断され、その結果劣化が進行していないような劣化曲線となります。 

このような場合、時間経過に基づく劣化予測を行うことは困難となります。対処方法とし

ては、公表されている既往の研究成果を用います。なお、既往の研究成果を用いた場合は、

その旨がわかるようにしておくことが重要です。 

既往の研究成果の劣化曲線式として、以下の研究成果を本計画で用います。 

④ 国土交通省 国土技術政策総合研究所 プロジェクト研究報告 2006.1 

⑤ 国土交通省 土木研究所 橋梁マネジメントの開発に関する調査研究報告書 1999.3 

上記のうち、④は損傷ランク(1～5)となっており、対象は主桁(鋼橋、一般コンクリー

ト、塩害地域PC)・床版(一般地域、塩害地域)が記載されています。⑤は主桁・床版が記載

されています。 

次頁以降の参考１及び参考２より、本計画で用いる既往標準劣化曲線を示します。 
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参考１ 標準劣化曲線（国土交通省 国土技術政策総合研究所） 

以下の【国土交通省 国土技術政策総合研究所「プロジェクト研究報告」】の抜粋より、赤

枠で示した標準劣化曲線を本計画に用います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   「国土技術政策総合研究所 プロジェクト研究報告」による劣化曲線式 

※出典：国土交通省 国土技術政策総合研究所「プロジェクト研究報告 2006.1」、pp.412 
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参考２ 標準劣化曲線（国土交通省 土木研究所） 

【国土交通省 土木研究所「橋梁マネジメントの開発に関する調査研究報告書1999.3」】 

参考１と同様ですが、竣工当初を100点満点とし、供用期待年数(例えば、主桁では73

年)に達した場合（健全度30点）架替えを行う曲線となっています。 

本計画では、縦軸が健全度の診断(数値)(1～5)となるため、標準劣化曲線式の健全度に換

算する必要があります。主桁及び床版の修正標準劣化曲線式を以下に示します。 

【主桁】 

国土交通省 土木研究所資料「橋梁マネジメントシステムの開発に関する調査研究報告書

1999-3」に基づき、劣化曲線式を設定します。 

表－参考 1 土木研究所報告による標準劣化曲線式 

 

 

 

※土木研究所「橋梁マネジメントシステムの開発に関する調査研究報告書」 pp.170 より 

上記劣化曲線式は、国土交通省の調査要領に従った点数付けによるものであり、100 点満点

としています。基本的な考え方は、竣工当初 100 点満点で、73 年経過時点で 30 点となり、

架替えを行う曲線となります。 

修正劣化曲線式は、表－参考 1 の標準劣化曲線式を基本として、本計画の要領に点数を変換

して算定します。 

表－参考 2 土木研究所結果と本計画の変換値 

 

 

 

 

 

 

 

表－参考 2 の変換より、本計画で用いる主桁の標準劣化曲線式は表－参考 3 の赤枠としま

す。 

表－参考 3 本計画における主桁の標準劣化曲線式(土木研究所) 
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【床版】 

国土交通省 土木研究所資料「橋梁マネジメントシステムの開発に関する調査研究報告書

1999-3」に基づき、劣化曲線式を設定します。 

 

表－参考 4 土木研究所報告による標準劣化曲線式 

 

 

 

※土木研究所「橋梁マネジメントシステムの開発に関する調査研究報告書」 pp.170 より 

 

上記劣化曲線式は、国土交通省の調査要領に従った点数付けによるもので、100 点満点とし

ています。基本的な考え方は、竣工当初 100 点満点で、62 年経過時点で 30 点となり、架替

えを行う曲線となっています。 

修正劣化曲線式は、表－参考 4 の標準劣化曲線式を基本として、本計画の要領に点数を変換

して算定します。 

 

表－参考 5 土木研究所結果と本計画の変換値 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－参考 5 の変換より、本計画で用いる床版の標準劣化曲線式は、表－参考 6 の赤枠とします。 

 

表－参考 6 本計画における床版の標準劣化曲線式(土木研究所) 
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点検結果を基に設定した劣化曲線に対し、公表されている研究成果の標準劣化曲線と比較

し、その妥当性を検証します。 

(1) 鋼部材(主桁)の劣化曲線の検証 

図 3-6に、鋼部材(主桁)について最新の点検結果から算出した劣化曲線(赤)と、国土技術

政策総合研究所（以下、国総研という）の標準劣化曲線(青)との重ね図を示します。最新の点

検結果から算出した劣化曲線は、Ⅰから管理水準のⅢに至るまで50年かかり、同期間が23

年である土木研究所(以下、土研という)の標準劣化曲線より緩やかな曲線となりました。 

また、管理橋梁の健全状態から検証とすると、経過年40年前後で管理水準Ⅲを割る橋梁

は見られるが23年以内に管理水準Ⅲを下回る橋梁は見られません。一方、40年以上経過し

た状態でも健全性の診断がⅡと評価されている橋梁が4橋見られます。従って、23年で管理

水準に達する土研の劣化曲線では、過剰な評価であると考えられます。 

以上の検討から、本計画における鋼部材(主桁)の劣化曲線は最新の点検結果を基にした劣

化曲線を採用するものとします。 

 

 

図 3-6 RC 鋼部材(主桁)劣化曲線の検証 

 

  

国総研 23 7

劣化曲線
補修時期までの期間

Ⅰ→Ⅲ Ⅱ→Ⅲ

最新点検 50 15

【採用】  
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(2) PC 桁の劣化曲線の検証 

PC 桁の劣化曲線は、最新の点検結果からでは健全性の診断がⅡまたはⅢとなった部材は

確認できず、算出はできなかったことから以下の図 3-7 に示す国総研の標準劣化曲線(青)、

土研の標準劣化曲線(緑)から検討します。 

管理橋梁の PC 桁の健全性の診断から、現時点で全ての部材がⅠであるため緩やかな標準

劣化曲線を採用した方が妥当であると考えられます。 

以上より、本計画の PC の劣化曲線は土研の劣化曲線を採用します。 

 

 

 

図 3-7 PC 桁劣化曲線の検証 

  

Y= -0.000751 X^2 ＋ 0 X ＋ 5

(土木研究所(1999)換算式、主桁）

Y= -0.0025 X^2 ＋ 0 X ＋ 5

(国土技術政策総合研究所(2006)、主桁、一般コンクリート）

○標準劣化曲線：緑

○標準劣化曲線：青

土研 52 16

国総研 28 8

劣化曲線
補修時期までの期間

Ⅰ→Ⅲ Ⅱ→Ⅲ

【採用】  
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(3) RC 床版の劣化曲線の検証 

図 3-8に、RC床版について最新の点検結果から算出した劣化曲線(赤)と、国総研の標準

劣化曲線(青)、土研の標準劣化曲線(緑)の重ね図を示します。最新の点検結果から算出した

劣化曲線はⅠからⅢに至るまで57年かかり、同期間が44年である土研の標準劣化曲線より

緩やかな曲線となりました。 

また、管理橋梁の健全状態から検証とすると経過年40年未満で管理水準を割る橋梁が複

数見られる一方で、経過年が40年以上経過した状態でⅡと評価されている橋梁も複数見ら

れます。 

本計画では、健全性の診断との整合性を重視する方針とし、本計画のRC床版の劣化曲線

は最新の点検データの劣化曲線を採用するものとします。 

 

 

 

図 3-8 RC 床版劣化曲線の検証  

Y= -0.0006 X^2 ＋ 0 X ＋ 5

Y= -0.00104 X^2 ＋ 0 X ＋ 5

(土木研究所(1999)換算式、床版）

Y= -0.00391 X^2 ＋ 0 X ＋ 5

(国土技術政策総合研究所(2006)、床版、一般地域）

○最新の点検データから算出された劣化曲線：赤

○標準劣化曲線：緑

○標準劣化曲線：青

23 7

最新点検

土研

国総研

57 16

44 13

Ⅰ→Ⅲ Ⅱ→Ⅲ

補修時期までの期間
劣化曲線

【採用】  
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 修繕工法の設定 

修繕の具体的な工法は、損傷に対する一般的な対策工法を選択します。実際の修繕につい

ては、別途最適な対策工法を選定するものとします。 

健全度がⅢとなった際に行う一般的な対策工法を以下に示します。 

表 3-11 一般的工法一覧 

 

※ 2 種程度：塗膜剥離剤、動力工具・手工具を用いて、旧塗膜を全て除去し鋼材面を露出 

させます。 

 

 新技術等の活用の検討 

今日、表 3-11 に示した一般的な工法以外にも、新技術等(新材料・新工法)による補修技

術が数多く実用化されています。これら新技術等の導入によって、従来の技術より業務の高

度化・効率化が期待できると考えられます。 

今後は、新技術等に対して有効性・コスト削減・業務量削減等の観点から受発注者間で協

議を行い、より効率的・効果的な管理橋梁の維持管理のため、積極的に活用を検討していく

ものとします。 
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 単価及び耐用年数の設定 

 

ライフサイクルコストの比較を行うために必要な、経過観察型維持管理の費用となる架替

え工事費の単価を設定します。 

架け替え工事費の単価は、過年度の実績工事費から算出した㎡あたりの平均単価に、架替

え工事に付随して発生する別工事等の経費を乗じて設定します。 

以上から、表 3-12 のとおり、780 千円／㎡を架替え工事の単価とします。 

 

表 3-12 架替え工事の実績と単価の算出 

 

なお、既設橋梁の耐用年数については、「自治体管理・道路橋の長寿命化修繕計画 計画策

定マニュアル(案) 国土交通省 平成 19 年 3 月」を準用し表 3-13 の通りとします。 

表 3-13 既設橋梁の耐用年数 

橋  種 耐用年数 

鋼橋 60 年 

コンクリート橋 75 年 
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予防保全型維持管理のライフサイクルコストを算出するために、各対策工法の単価とその

対策工法で使用された補修材の耐用年数を設定します。 

設定する補修単価は平成26年度計画では、研究成果が公表されている「国土交通省 国土

技術政策総合研究所 プロジェクト研究報告 pp.409～441 、2006年１月」による単

価を準用していましたが、積算基準書やメーカーヒアリング等の情報の充実により、より実

勢に近い工事費を得られるようなりました。その為、本計画における工事単価は積算基準

書、修繕工事の実績・メーカーヒアリングを第一とし、積算基準書では得られない情報があ

る場合は、研究成果の単価を使用するものとします。 

耐用年数は研究成果が公表されている「国土交通省 国土技術政策総合研究所 プロジェ

クト研究報告 pp.409～441 、2006年1月」による数値を準用するものとします。 
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表 3-14 対策工法の単価と耐用年数 
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表 3-15 積算基準、実績、メーカーヒアリングによる単価の設定 
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  コンクリート補修工の工事費 

橋梁補修工事のうち、コンクリート補修工事（断面修復工、ひびわれ注入工、ひびわれ充

てん工）は、平成 26 年以降の積算基準において「施工日数算出による積算方法」が新設さ

れています。従来の積算方法は補修数量に応じて積算する方法であったため、施工量が小さ

い場合、適正な労務費が確保できなくなるものでありました（工事費＝施工量×単価）。こ

のため、コンクリート補修工事は施工量が少量でも適正な労務費が確保できるように、1 橋

毎の施工日数に応じて積算する積算方法が採用されました。 

過年度計画におけるコンクリート補修工事は、「施工量×単価」であったため修繕計画の

費用と実工事の見積り等による工事費に乖離がありました。このため、今回の更新は新設さ

れた積算基準を基にコンクリート補修工事費の積み上げを行うものとします。 

従来の算出方法と見直した場合による概算工事費の算出例を示します。 

 

 

【例】ひびわれ注入工の概算工事費 

A 橋補修数量 L=10.0m（上部工 5.0m,下部工 5.0m） 

B 橋補修数量 L=5.0m（上部工 0.0m,下部工 5.0m） 

□従来の算出（過年度計画） 

       6,100(円/m 材工)×(10.0＋5.0)(m)＝91,500 円 

□H26 以降の算出（本計画） 

       A 橋 D＝0.06×10.0m＋0.71＝1.31 日より 

          1.31×労務費＋材料費＋諸雑費＝150,000 円 

B 橋 D＝0.06×5.0m＋0.71＝1.01 日より 

          1.01×労務費＋材料費＋諸雑費＝110,000 円 

       合計 260,000 円 （従来算出の約 3 倍） 
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コンクリート補修工事は 1 橋毎の工事費となるため、修繕計画で使用する単価は「1 橋

当りの工事費」とします。 

コンクリート補修工事の単価を設定するため、過去 60 橋分のコンクリート補修工事の

実績を以下の図のように整理しました。 

工事費は各橋の補修数量によってばらつきがありますが、概ね 100 万円以内であるこ

とがわかります。ここで、100 万を大きく超える実績については特殊な例として除外しま

す。橋種毎に整理した結果、断面修復工・ひびわれ注入工・ひびわれ充てん工それぞれの

工事を合わせると、1 橋当りの直接工事費は平均で約 45 万円となりました。この金額は

橋面積や橋の構造によらない値です。 

以上から、コンクリート補修工事の単価は断面修復工・ひびわれ注入工・ひびわれ充て

ん工を合わせた額とし、45 万円／橋とします。 
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表 3-16 国土技術政策総合研究所「プロジェクト研究報告」（抜粋）】 

 

※赤枠内：本計画で採用する値  
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【日本橋梁建設協会 鋼橋のライフサイクルコスト（抜粋）】 
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 諸経費の設定 

修繕計画で見込む概算工事費は、直接工事費に「間接費＋α」の「諸経費」を上乗せして計

上します。 

これまで橋梁補修工事の間接費は、「道路維持工事」「鋼橋架設工事」「河川・道路構造物

工事」のいずれかの工種区分で定める間接工事費率より算出されていました。しかし、老朽

化した橋の補修が主となる橋梁補修工事が増加してきたため、平成 28 年度に「橋梁保全工

事」が新設されました。 

ただし、橋梁補修工事の工種区分はすべて橋梁保全工事が採用されるわけでなく、「コン

クリート部材老朽化の橋梁補修工事の場合は橋梁保全工事」「鋼橋の塗替塗装工事の場合は

鋼橋架設工事」のように工事内容によって変わります。本修繕計画の対象橋梁は、鋼橋 15

橋、コンクリート橋 9 橋となっています。このため、対象橋梁の補修工事の約 3 分の 2 が鋼

橋架設工事の工種区分で発注されることが想定されます。以上から、間接工事費率は鋼橋架

設工事の工種区分で算定します。 

なお、間接工事費率の計算方法は直接工事費により異なることから、本計画では間接工事

費率を直接工事費 500 万～2 億円の範囲で算出し、その平均値を用いるものとします。 

計算結果より、本設計で用いる間接工事費率は 140％とし、修繕費に見込む諸経費は＋α

分を考慮し、直接工事費の 150％とします。 

次頁に間接工事費率の計算過程を示します。 

 

【参考資料：「国土交通省土木工事積算基準(令和２年度)」より工種区分の説明】 
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鋼橋架設工事間接費算出一覧(令和 2 年度積算基準より) 

 

平均：140％上乗せ  


